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2-1 下水道事業の現状と課題 

本市の下水道事業は、出水処理区が公共下水道事業、高尾野処理区が特定環境保全

公共下水道事業、野田中央地区ほか４地区が農業集落排水事業の３つの事業形態によ

って実施しています。 

供用開始後、古いものは３０年以上が経過し、処理場、ポンプ場の電気・機械設備

が更新時期を迎えており、今後、施設の改築、更新工事の費用が見込まれています。 

また、管路施設の法定耐用年数である５０年は経過していませんが、陶管の管渠更

新（更生）工事、取付管設置工事、路面補修工事などの費用も見込まれます。 

このほか、耐震化、耐水化などの対策も必要とされており、長期的な視点で下水道

施設全体の施設管理を最適化することが重要となります。 

 

表 2-1 事業概要 

 
注．農業集落排水事業の全体計画値は流入人口を含む 

  

全体計画 令和元年度末

処理区数
１か所

（出水処理区）
処理人口（人） 25,000 23,368
処理面積（ha） 1,052 999

処理区数
１か所

（高尾野処理区）
処理人口（人） 9,800 9,180
処理面積（ha） 441 433

処理区数
５か所

（野田中央、青木、上特手、餅井、江内中央地区）
処理人口（人） 7,200 4,137
処理面積（ha） 404.6 404.6

農業集落排水事業

項目

特定環境保全
公共下水道事業

公共下水道事業

2-1-1 事業の概要 
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（1）公共下水道事業 

公共下水道事業は、昭和５４年度に事業に着手し昭和６１年度（昭和６２年３月３

１日）に一部供用を開始しました。令和２年現在、供用開始後３３年を経過している

ところです。 

表 2-2 施設概要（公共） 

  

 

 

図 2-1 管渠延長（汚水）の推移（公共） 

 

 

図 2-2 単年度事業費の推移（公共）  

施設名 供用開始 処理能力

出水浄化センター 昭和62年3月
15,750 ㎥/日
（3/４系列）

本町中継ポンプ場 平成23年3月 6.4 ㎥/分　
住吉雨水ポンプ場 平成13年3月 77.0 ㎥/分 (1/2系列)
マンホールポンプ場 13か所（汚水：10か所、　雨水：3か所）
管渠 約206km（汚水：約187km、雨水：約19km）

出典：決算統計 
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（2）特定環境保全公共下水道事業 

特定環境保全公共下水道事業は、平成５年度から事業を着手し、平成１１年度（平

成１２年３月３１日）に一部供用開始しています。令和２年現在、供用開始後２０年

を経過しているところです。 

表 2-3 施設概要（特環） 

  

 

 

図 2-3 管渠延長（汚水）の推移（特環） 

 

 

図 2-4 単年度事業費の推移（特環） 

  

施設名 供用開始 処理能力
3,000㎥/日
（2/4系列）

下原橋汚水中継ポンプ場 平成12年3月 2.1㎥/分　
マンホールポンプ場 18か所（汚水）
管渠 約104km（汚水：約102km、雨水：約2km）

高尾野浄化センター 平成12年3月

出典：決算統計 
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（3）農業集落排水事業 

農業集落排水事業は、野田中央地区（平成元年度事業着手、平成５年６月供用開始）、

青木地区（平成５年度事業着手、平成７年６月供用開始）、上特手地区（平成６年度事

業着手、平成９年５月供用開始）、餅井地区（平成７年度事業着手、平成１０年１２月

供用開始）及び江内中央地区（平成１０年度事業着手、平成１４年４月供用開始）の

５地区あります。 

令和２年現在、野田中央地区が供用開始後２７年経過、青木地区が供用開始後２５

年経過、上特手地区が２３年経過、餅井地区が２２年経過、江内中央地区が１８年経

過しているところです。 

表 2-4 施設概要（農集） 

  
 

 

注．取得時期、取得額及び総事業費（管渠）を基に管渠延長（汚水）の推移を想定 

図 2-5 管渠延長（汚水）の推移（農集） 

 

施設名 供用開始 処理能力
野田中央地区浄化センター 平成5年6月 1,244.7㎥/日
青木地区浄化センター 平成7年6月 86.4㎥/日　
上特手地区浄化センター 平成9年5月 37.8㎥/日　
餅井地区浄化センター 平成10年12月 148.5㎥/日　
江内浄化センター 平成14年4月 427.0㎥/日　
マンホールポンプ場 14か所（汚水）
管渠 約62km（汚水）
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図 2-6 単年度事業費の推移（農集） 

  

出典：決算統計 
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本市では、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業以

外の区域は、個人、事業者などが設置する「合併処理浄化槽」による個別処理を行っ

ており、合併処理浄化槽を含めた令和元年度末時点の汚水処理人口普及率は９１.８％

となっています。 

表 2-5 汚水処理人口普及率（令和元年度末） 

 

 

図 2-7 汚水処理人口普及率の推移 

 

 

 

  

項目 公共下水道
特定環境保全
公共下水道

農業集落
排水事業

合併処理
浄化槽

合計
行政区域内

人口
処理人口 23,368人 9,180人 4,137人 11,982人 48,667人 53,018人

行政区域内人口
に対する割合

44.1% 17.3% 7.8% 22.6% 91.8% 100.0%

2-1-2 下水道の普及状況 

汚水処理人口普及率： 

下水道（公共下水道、特定環境保全公共下水道、農業集落排水）施設を利用できる人口に合併処理

浄化槽を利用している人口を加えた値に、行政区域内人口で除して算定した汚水処理施設の普及状

況です。 

汚水処理人口普及率（％）＝（下水道処理人口＋合併処理浄化槽人口）／行政処理人口×１００ 

※下水道処理人口＝公共下水道、特定環境保全公共下水道、農業集落排水施設を利用できる人口 
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令和元年度末の水洗化率は、公共下水道事業で８９.６％、特定環境保全公共下水道

事業で７７.６％、農業集落排水事業で８７.５％となっており、下水道事業全体の水

洗化率は８６.４％となっています。 

水洗化人口及び水洗化率ともに、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業が

横ばい、農業集落排水事業が減少傾向にあります。今後は人口減少等に伴い、下水道

事業全体の水洗化人口が減少することが予想されます。 

 

 

 
図 2-8 水洗化人口と水洗化率の推移 

  

2-1-3 水洗化の状況 

水洗化人口： 

下水道の処理区域内において実際に下水道に接続し、使用している人口のことです。 
 
水洗化率（％）＝水洗化人口／処理区域内人口×１００ 
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下水道使用料収入の対象となる年間有収水量は、令和元年度末において公共下水道事

業で約２,７６３千㎥、特定環境保全公共下水道事業で約７８５千㎥、農業集落排水事業

で約３９０千㎥であり、近年は公共下水道事業と特定環境保全公共下水道事業で横ばい、

農業集落排水事業で減少傾向にあります。 

有収率は年度によって増減はあるものの、公共下水道事業、農業集落排水事業はほぼ

横ばい、特定環境保全公共下水道事業は微減の傾向があります。今後は老朽化の進行に

伴い、有収率が減少する可能性があります。 

今後は、水洗化人口の減少、節水機器の普及により、下水道事業全体の有収水量が減

少することが予想されます。 

 

 

 

 

図 2-9 有収水量及び有収率の推移 

  

2-1-4 有収水量の状況 
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使用料体系は、基本料金と従量料金の二部料金制を採用しており、公共下水道事業、

特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業で同一の料金を設定しています。 

近年の使用料は、ほぼ横ばいで推移していますが、今後は、有収水量の減少により、

下水道事業全体の使用料が減少することが予想されます。 

 

表 2-6 使用料体系 

 
注．従量料金の単価は、1 立方メートル当たりの価格 

 

 
注．R1 年値は打切り決算値 

出典：決算統計 

図 2-10 料金収入の推移 

 

  

種類、区分 排除汚水量 単価（税抜）
基本料金 - 900

1立方メートル以上10立方メートルまでの分 20
10立方メートルを超え20立方メートルまでの分 100
20立方メートルを超え30立方メートルまでの分 115
30立方メートルを超え40立方メートルまでの分 125
40立方メートルを超え50立方メートルまでの分 135
50立方メートルを超え100立方メートルまでの分 155
100立方メートルを超える分 165

従量料金

2-1-5 使用料の状況 
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繰入金の状況は、下図に示すとおり、公共下水道事業と農業集落排水事業は横ばい傾

向ですが、特定環境保全公共下水道事業は増加傾向にあります。 

 

 

図 2-11 繰入金の推移 

 

企業債残高の状況は、下図に示すとおり減少傾向にあります。 

 

 
図 2-12 企業債残高の推移 

 

  

2-1-6 繰入金の状況 

2-1-7 企業債残高の状況 
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本市下水道事業における現状の組織体制を図 2-13 に示します。 

水道部下水道課は、管理係、建設維持係の２係で、管理係が主に庶務会計等の事務

に係る業務、建設維持係が主に建設及び維持管理等に係る業務を担当しており、令和

２年４月１日現在、課長、管理係５人及び建設維持係４人の体制となっています。 

 

  

図 2-13 組織体制 

 

表 2-7 職員数の推移 

 
注．平成２６年度から建設係、維持係の２係を建設維持係の１係に統合 

 

 

図 2-14 職員数の推移 

 

  

部等 課 係

市長 ― 水道部 ― 水道課 管理係 業務係 建設係

- 下水道課 管理係 建設維持係
令和2年4月1日現在

単位：人
年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

事務職員 5 5 6 6 6 6 5 5 5 5
技術職員 9 9 8 9 7 6 6 6 6 5

合計 14 14 14 15 13 12 11 11 11 10

2-1-8 組織 
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（1）収益的収支（公共） 

 主な収益は、下水道使用料及び他会計繰入金で、令和元年度において下水道使

用料が約４９％、他会計繰入金と雨水処理負担金が約４８％と、全体の約９７％

を占めています。 

 一方、費用は企業債支払利息が約２８％を占めており、近年減少傾向にありま

す。 

表 2-8 収益的収支の推移（公共） 

 
注．四捨五入による端数調整のため合計値が合わないことがある。 

出典：決算統計 

 
図 2-15 収益的収支の推移（公共）  

H27 H28 H29 H30 R1
(1)営業収益 百万円 456.84 454.47 455.20 455.75 456.77

ア　料金収入 百万円 380.89 378.30 380.90 381.87 382.70
イ　雨水処理負担金 百万円 75.96 76.17 74.30 73.88 74.07
ウ　受託工事収益 百万円 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
エ　その他 百万円 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

(2)営業外収益 百万円 328.29 341.90 356.08 328.70 323.18
ア　他会計繰入金 百万円 328.24 338.45 356.01 324.09 302.66
イ　その他 百万円 0.05 3.45 0.06 4.60 20.52

百万円 785.13 796.37 811.28 784.45 779.95
(1)営業費用 百万円 270.80 271.33 274.40 251.59 250.68

ア　職員給与費 百万円 25.68 18.31 18.26 18.34 18.72
イ　その他 百万円 245.12 253.02 256.14 233.25 231.96

(2)営業外費用 百万円 165.78 153.93 146.59 145.70 126.31
ア　支払利息 百万円 165.78 150.93 134.49 119.58 106.81
イ　その他 百万円 0.00 3.00 12.10 26.12 19.50

百万円 436.58 425.26 420.98 397.29 376.99
百万円 348.54 371.11 390.29 387.16 402.96

収益的
収入

収益的
支出

収益差引

年度

2-1-9 収益的収支・資本的収支の推移～公共～ 
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（2）資本的収支（公共） 

 主な収入は、企業債、他会計補助金及び国庫補助金で、令和元年度において企

業債が約５０％、他会計補助金が約２９％と全体の約７９％を占めています。 

 一方、支出は、企業債償還費が全体の約７２％を占めており、近年減少傾向に

あります。 

表 2-9 資本的収支の推移（公共） 

 
注．四捨五入による端数調整のため合計値が合わないことがある。 

出典：決算統計 

 

図 2-16 資本的収支の推移（公共） 

  

H27 H28 H29 H30 R1
(1)地方債 百万円 262.90 228.90 252.90 198.50 207.10
(2)他会計補助金 百万円 91.95 98.96 96.85 67.79 120.90
(3)他会計借入金 百万円 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
(4)固定資産売却代金 百万円 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
(5)国(都道府県)補助金 百万円 7.60 10.00 87.79 24.37 74.51
(6)工事負担金 百万円 22.76 10.64 21.61 15.32 14.42
(7)その他 百万円 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

百万円 385.21 348.50 459.16 305.98 416.92
(1)建設改良費 百万円 105.12 116.54 265.97 138.06 234.81
(2)地方債償還費 百万円 679.05 649.06 632.01 608.60 604.77
(3)他会計長期借入金返還金 百万円 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
(4)他会計への繰出金 百万円 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
(5)その他 百万円 4.78 2.42 4.63 3.63 3.87

百万円 788.95 768.01 902.61 750.29 843.45
百万円 -403.74 -419.51 -443.46 -444.31 -426.52

年度

資本的収支

資本的
収入

資本的
支出
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（3）経営比較分析表 

総務省が公表している経営比較分析表に基づく、直近５か年（平成２７年度～令和

元年度）の公共下水道事業における指標値の推移は、表 2-10 に示すとおりです。 

なお、指標の平均値は、公共下水道事業（法非適用）における類似団体（処理区域

内人口３万未満、処理区域内人口密度２５人／㏊未満、供用開始後３０年以上）の全

国平均値です。 

 

表 2-10 出水市における指標値の推移（公共） 

 

 

1） 全体総括 

面整備（管渠整備）は、おおむね完了しています。そのため、施設の耐用年数を考

慮した長期的視点での収支バランスを見ながら投資財政計画を立てていきます。 

 

2） 経営の健全性・効率性～公共～ 

下水道施設の整備はおおむね完了しており、施設利用率は横ばいで推移しています。 

汚水処理原価は、類似団体平均値を下回っており、汚水処理費用の効率化と削減が

図られていることを示していますが、経費回収率が類似団体平均値を若干下回ってい

ます。 

水洗化率は、９０％近くありますが、経費回収率が１００％に達しておらず、更な

る維持管理費の削減、水洗化率の向上による有収水量を増加させる取組が必要と考え

ています。 

単位 区分 H27 H28 H29 H30 R1
望ましい
方向

経営の健全性 1 収益的収支比率 ％ カネ 70.37 74.13 77.04 77.99 79.44
2 累積欠損金比率 ％ カネ 該当数値無し
3 流動比率 ％ カネ 該当数値無し
4 企業債残高対事業費規模比率 ％ カネ 659.36 601.54 521.68 531.9 601.94

経営の効率性 5 経費回収率 ％ カネ 81.05 81.83 83.38 84.66 78.42
6 汚水処理原価 円/m3 カネ 169.96 167.54 164.83 163.52 176.61
7 施設利用率 ％ モノ 53.71 54.68 54.05 53.66 53.61
8 水洗化率 ％ モノ 89.34 89.09 89.06 89.61 89.61

老朽化の状況 9 有形固定資産減価償却率 ％ カネ 該当数値無し
10 管渠老朽化率 ％ モノ 該当数値無し
11 管渠改善率 ％ モノ 0.10 0.00 0.20 0.00 0.09

財源指標
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図 2-17 経営の健全性・効率性（令和元年度決算）（公共） 

 

当該値（出水市） 平均値（類似団体平均値） 　【　】令和元年度全国平均値

「単年度の収支」             「累積欠損」 

「支払能力」               「債務残高」 

「料金水準の適切性」          「費用の効率性」 

「施設の効率性」          「使用料対象の捕捉」 
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3） 老朽化の状況～公共～ 

出水浄化センターについては、供用開始後３３年が経過しており、一部の施設は改

築更新を行っています。 

管渠については、法定耐用年数を経過していませんが、劣化が見られる一部の枝線

管渠（末端管渠）の陶管を対象に改築更新を実施中です。また、幹線管渠（鉄筋コン

クリート管）においては耐震化を含めた改築更新が必要となってきます。 

 

 

 

 

 

図 2-18 老朽化の状況（令和元年度決算）（公共） 

  

当該値（出水市） 平均値（類似団体平均値） 　【　】令和元年度全国平均値

「施設全体の減価償却の状況」         「管渠の経年化の状況」 

「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」 
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（1）収益的収支（特環） 

 主な収益は、下水道使用料及び他会計繰入金で、令和元年度において下水道使

用料が約３１％、他会計繰入金が約６６％と、全体の約９７％を占めています。 

 一方、費用は企業債支払利息が約４３％を占めており、近年減少傾向にありま

す。 

表 2-11 収益的収支の推移（特環） 

 
注．四捨五入による端数調整のため合計値が合わないことがある。 

出典：決算統計 

 
図 2-19 収益的収支の推移（特環） 

  

H27 H28 H29 H30 R1
(1)営業収益 百万円 100.90 103.19 102.88 103.24 101.26

ア　料金収入 百万円 100.90 103.19 102.88 103.24 101.26
イ　雨水処理負担金 百万円 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
ウ　受託工事収益 百万円 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
エ　その他 百万円 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

(2)営業外収益 百万円 200.01 226.72 237.29 243.60 227.14
ア　他会計繰入金 百万円 200.01 225.81 237.29 240.56 215.60
イ　その他 百万円 0.00 0.90 0.01 3.04 11.55

百万円 300.90 329.90 340.17 346.84 328.40
(1)営業費用 百万円 81.99 96.01 101.42 89.54 94.49

ア　職員給与費 百万円 18.21 21.75 23.26 22.90 25.43
イ　その他 百万円 63.78 74.25 78.16 66.64 69.06

(2)営業外費用 百万円 95.68 92.11 89.41 88.28 81.53
ア　支払利息 百万円 95.44 90.97 85.91 80.88 75.93
イ　その他 百万円 0.24 1.14 3.50 7.40 5.60

百万円 177.67 188.12 190.83 177.82 176.03
百万円 123.23 141.78 149.34 169.02 152.38

収益的
収入

収益的
支出

年度

収益差引

2-1-10 収益的収支・資本的収支の推移～特環～ 
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（2）資本的収支（特環） 

 主な収入は、企業債、他会計補助金及び国庫補助金で、令和元年度において企

業債が約６７％、他会計補助金が約２９％と全体の約９６％を占めています。 

 一方、支出は、企業債償還費が全体の約８９％を占めており、近年増加傾向に

あります。面整備（管路整備）は概成しており、過年度の企業債償還費のピー

クは数年後のため、増加傾向が続き、その後減少すると考えます。 

表 2-12 資本的収支の推移（特環） 

 
注．四捨五入による端数調整のため合計値が合わないことがある。 

出典：決算統計 

 

図 2-20 資本的収支の推移（特環） 

  

H27 H28 H29 H30 R1
(1)地方債 百万円 90.50 77.00 88.50 83.20 111.00
(2)他会計補助金 百万円 33.39 33.15 31.46 20.31 48.78
(3)他会計借入金 百万円 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
(4)固定資産売却代金 百万円 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
(5)国(都道府県)補助金 百万円 6.00 0.00 5.00 5.30 1.85
(6)工事負担金 百万円 6.23 5.83 3.66 2.93 4.31
(7)その他 百万円 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00

百万円 136.14 115.98 128.62 111.74 165.93
(1)建設改良費 百万円 47.57 21.71 33.73 30.31 34.69
(2)地方債償還費 百万円 235.18 255.13 265.40 273.35 283.47
(3)他会計長期借入金返還金 百万円 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
(4)他会計への繰出金 百万円 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
(5)その他 百万円 0.23 0.22 0.22 0.20 0.46

百万円 282.97 277.06 299.36 303.86 318.62
百万円 -146.83 -161.08 -170.74 -192.12 -152.69

年度

資本的収支

資本的
収入

資本的
支出
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（3）経営比較分析表 

総務省が公表している経営比較分析表に基づく、直近５か年（平成２７年度～令和

元年度）の特定環境公共下水道事業における指標値の推移は、表 2-13 に示すとおり

です。 

なお、指標の平均値は、特定環境保全公共下水道事業（法非適用）における類似団

体（供用開始後１５年以上）の全国平均値になります。 

 

表 2-13 出水市における指標値の推移（特環） 

 

 

1） 全体総括 

面整備（管渠整備）は、おおむね完了しています。そのため、施設の耐用年数を考

慮した長期的視点での収支バランスを見ながら投資財政計画を立てていきます。 

 

2） 経営の健全性・効率性～特環～ 

下水道施設の整備はおおむね完了しており、施設利用率は横ばいで推移しています。 

汚水処理原価は、類似団体平均値を下回っており、汚水処理費用の効率化と削減が

図られていることを示しています。 

経費回収率は、平成３０年度までは類似団体平均値を上回っていましたが、令和元

年度は類似団体平均値を下回りました。 

水洗化率が７８％と低く、経費回収率も６８％と低いため、今後は、更なる維持管

理費の削減や接続率の向上により、有収水量を増加させる取組が必要と考えています。 

単位 区分 H27 H28 H29 H30 R1
望ましい
方向

経営の健全性 1 収益的収支比率 ％ カネ 72.89 74.43 74.56 76.88 71.47
2 累積欠損金比率 ％ カネ 該当数値無し
3 流動比率 ％ カネ 該当数値無し
4 企業債残高対事業費規模比率 ％ カネ 1073.56 681.98 499.11 562.52 770.54

経営の効率性 5 経費回収率 ％ カネ 72.52 75.58 76.24 77.45 67.69
6 汚水処理原価 円/m3 カネ 180.64 174.70 172.94 170.03 190.56
7 施設利用率 ％ モノ 76.47 76.93 78.50 78.63 79.23
8 水洗化率 ％ モノ 77.51 77.69 77.80 76.04 77.65

老朽化の状況 9 有形固定資産減価償却率 ％ カネ 該当数値無し
10 管渠老朽化率 ％ モノ 該当数値無し
11 管渠改善率 ％ モノ 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

財源指標
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図 2-21 経営の健全性・効率性（令和元年度決算）（特環） 

  

当該値（出水市） 平均値（類似団体平均値） 　【　】令和元年度全国平均値

「単年度の収支」             「累積欠損」 

「支払能力」               「債務残高」 

「料金水準の適切性」          「費用の効率性」 

「施設の効率性」          「使用料対象の捕捉」 
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3） 老朽化の状況～特環～ 

高尾野浄化センターについては、供用開始後２０年が経過しています。 

管渠については、法定耐用年数を経過していないため、現時点では改築更新は実施

していません。なお、幹線管渠（鉄筋コンクリート管）においては耐震化を含めた改

築更新が必要となってきます。 

 

 

 

図 2-22 老朽化の状況（令和元年度決算）（特環） 

  

当該値（出水市） 平均値（類似団体平均値） 　【　】令和元年度全国平均値

「施設全体の減価償却の状況」         「管渠の経年化の状況」 

「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」 
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（1）収益的収支（農集） 

 主な収益は、下水道使用料及び他会計繰入金で、令和元年度において下水道使

用料が約３３％、他会計繰入金が約６４％と、全体で約９７％を占めています。

近年収益的収支は横ばい傾向にあります。 

 一方、費用は企業債支払利息が約２４％を占めており、近年減少傾向にありま

す。 

表 2-14 収益的収支の推移（農集） 

 
注．四捨五入による端数調整のため合計値が合わないことがある。 

出典：決算統計 

 
図 2-23 収益的収支の推移（農集）  

H27 H28 H29 H30 R1
(1)営業収益 百万円 52.92 52.64 52.77 52.26 49.55

ア　料金収入 百万円 52.92 52.64 52.77 52.26 49.55
イ　雨水処理負担金 百万円 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
ウ　受託工事収益 百万円 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
エ　その他 百万円 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

(2)営業外収益 百万円 99.89 102.48 103.76 103.97 98.88
ア　他会計繰入金 百万円 99.89 101.94 102.58 103.97 95.53
イ　その他 百万円 0.00 0.54 1.18 0.00 3.36

百万円 152.81 155.13 156.53 156.23 148.44
(1)営業費用 百万円 62.05 61.24 69.01 67.27 62.03

ア　職員給与費 百万円 7.79 7.74 8.80 9.09 9.19
イ　その他 百万円 54.26 53.51 60.22 58.18 52.84

(2)営業外費用 百万円 36.44 33.51 31.42 29.67 32.65
ア　支払利息 百万円 36.44 33.11 29.72 25.87 22.27
イ　その他 百万円 0.00 0.40 1.70 3.80 10.38

百万円 98.49 94.75 100.43 96.94 94.68
百万円 54.32 60.38 56.10 59.29 53.76

年度

収益差引

収益的
収入

収益的
支出

2-1-11 収益的収支・資本的収支の推移～農集～ 
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（2）資本的収支（農集） 

 主な収入は、企業債、他会計補助金及び国庫補助金で、令和元年度において企

業債が約７０％、他会計補助金が約３０％とほぼ全てを占めています。 

 一方、支出は、企業債償還費が全体の約９７％を占めており、近年増加傾向に

あります。面整備（管路整備）は概成しており、過年度の企業債償還費のピー

クにかかっているため、今後は減少すると考えます。 

表 2-15 資本的収支の推移（農集） 

 
注．四捨五入による端数調整のため合計値が合わないことがある。 

出典：決算統計 

 

図 2-24 資本的収支の推移（農集） 

  

H27 H28 H29 H30 R1
(1)地方債 百万円 79.20 84.30 74.70 70.20 75.20
(2)他会計補助金 百万円 23.42 21.29 27.01 27.22 32.21
(3)他会計借入金 百万円 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
(4)固定資産売却代金 百万円 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
(5)国(都道府県)補助金 百万円 16.00 11.50 5.00 12.50 0.00
(6)工事負担金 百万円 0.38 0.20 0.79 0.37 0.27
(7)その他 百万円 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

百万円 119.00 117.29 107.50 110.29 107.68
(1)建設改良費 百万円 35.92 33.30 13.75 16.09 4.59
(2)地方債償還費 百万円 137.40 144.37 151.54 157.29 160.06
(3)他会計長期借入金返還金 百万円 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
(4)他会計への繰出金 百万円 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
(5)その他 百万円 0.00 0.00 0.01 0.03 0.02

百万円 173.32 177.66 165.30 173.41 164.68
百万円 -54.32 -60.38 -57.80 -63.12 -57.00

年度

資本的
支出

資本的収支

資本的
収入
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（3）経営比較分析表 

総務省が公表している経営比較分析表に基づく、直近５か年（平成２７年度～令和

元年度）の農業集落排水事業における指標の推移は、表 2-16 に示すとおりです。 

なお、指標の平均値は、農業集落排水事業（法非適用）における類似団体（供用開

始後１５年以上）の全国平均値となります。 

表 2-16 出水市における指標値の推移（農集） 

 

 

1） 全体総括 

面整備（管渠整備）は完了しています。そのため、施設の耐用年数を考慮した長期

的視点での収支バランスを見ながら投資財政計画を立てていきます。 

 

2） 経営の健全性・効率性～農集～ 

下水道施設の整備はおおむね完了し、有収水量が減少していることにより、施設利

用率は減少傾向にあります。 

汚水処理原価は、類似団体平均値を下回っていますが、近年、増加傾向にあります。 

経費回収率は類似団体平均値を上回っていますが、近年、減少傾向にあります。 

水洗化率は９０％近くありますが、経費回収率が６５％と低く、今後は、更なる維

持管理費の削減や接続率の向上により、有収水量を増加させる取組が必要と考えてい

ます。 

  

単位 区分 H27 H28 H29 H30 R1
望ましい
方向

経営の健全性 1 収益的収支比率 ％ カネ 64.78 64.87 62.12 61.45 61.02
2 累積欠損金比率 ％ カネ 該当数値無し
3 流動比率 ％ カネ 該当数値無し
4 企業債残高対事業費規模比率 ％ カネ 0.00 0.00 0.00 0.00 76.48

経営の効率性 5 経費回収率 ％ カネ 85.62 85.73 75.26 74.05 65.82
6 汚水処理原価 円/m3 カネ 151.42 152.70 173.96 177.17 192.87
7 施設利用率 ％ モノ 61.75 57.89 57.89 57.28 56.09
8 水洗化率 ％ モノ 88.99 88.86 88.64 88.18 87.50

老朽化の状況 9 有形固定資産減価償却率 ％ カネ 該当数値無し
10 管渠老朽化率 ％ モノ 該当数値無し
11 管渠改善率 ％ モノ 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

財源指標
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図 2-25 経営の健全性・効率性（令和元年度決算）（農集） 

当該値（出水市） 平均値（類似団体平均値） 　【　】令和元年度全国平均値

「単年度の収支」             「累積欠損」 

「支払能力」               「債務残高」 

「料金水準の適切性」          「費用の効率性」 

「施設の効率性」          「使用料対象の捕捉」 
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3） 老朽化の状況～農集～ 

各浄化センターは、供用開始後１８年から２７年が経過しており、一部の施設は改

築更新を行っています。 

管渠については、法定耐用年数を経過していないため、現時点では改築更新は実施

していません。なお、将来的には更新が必要となってきます。 

 

 

 

 

 

図 2-26 老朽化の状況（令和元年度決算）（農集） 

  

当該値（出水市） 平均値（類似団体平均値） 　【　】令和元年度全国平均値

「施設全体の減価償却の状況」         「管渠の経年化の状況」 

「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」 
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（1）使用料収入の減少 

本市では、汚水処理施設の整備がおおむね完了していることから、使用料収入の増

加が見込めません。 

また、人口減少による使用料収入の減少も予測されるため、収入の確保が課題とな

っています。 

 
注1． 公共、特環、農集の合計値 
注2． 行政区域内人口は国立社会保障・人口問題研究所推計値 
注3． R３年値は予算値 

図 2-27 使用料収入予測 

  

2-1-12 課題 
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（2）老朽化施設の増大 

管路施設は下水道（公共）及び農集の一部で、破損による道路陥没の危険が高まっ

ています（危険が高くなる３０年を経過している管渠は、下水（公共）は３０％程度、

農集は２０％程度あります）。 

処理場・ポンプ場は、下水道（公共、特環）、農集で老朽化が進んでおり、設備故障

の危険が高まっています（標準耐用年数２０年を経過した設備が７０％から９０％程

度あります）。 

 

注．グラフは固定資産台帳の取得年、取得金額ベースで作成 

図 2-28 施設の経過年数 
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